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不
動
産
を
貸
し
出
す

大
家
さ
ん
に
と
っ
て
、

２
０
２
０
年
の
民
法
改

正
に
よ
る
「
連
帯
保
証

人
」
の

ル

ー

ル

変

更

は
、
家
賃
滞
納
な
ど
の

ト
ラ
ブ
ル
か
ら
身
を
守

る
た
め
に
必
須
の
知
識

で
す
。
こ
の
改
正
の
最

大
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
個

人
の
保
証
人
が
負
う
責

任
に
「
極
度
額
（
上
限

額
）
」
の
設
定
が
義
務

付
け
ら
れ
た
点
に
あ
り

ま
す
。

　

以
前
は
「
入
居
者
の

債
務
は
す
べ
て
保
証
す

る
」
と
い
う
包
括
的
な

約
束
が
一
般
的
で
し
た

が
、
現
在
は
あ
ら
か
じ

め
契
約
書
に
具
体
的
な

上
限
金
額
を
書
き
込
む

必
要
が
あ
り
ま
す
。
こ

の
記
載
が
な
い
保
証
契

約
は
法
律
上
「
無
効
」

と
み
な
さ
れ
ま
す
。

　

い
ざ
と
い
う
時
に
１

円
も
回
収
で
き
な
い
事

態
を
避
け
る
た
め
、
新

規
契
約
時
は
も
ち
ろ

ん
、
古
い
契
約
を
更
新

す
る
際
も
現
在
の
ル
ー

ル
に
適
合
し
た
書
式
へ

書
き
直
す
こ
と
が
極
め

て
重
要
で
す
。

　

ま
た
、
契
約
時
の
情

報
の
透
明
性
も
厳
格
化

さ
れ
ま
し
た
。
入
居
者

は
保
証
人
に
対
し
、
自

身
の
貯
蓄
や
収
支
、
他

に
借
金
が
あ
る
か
な
ど

の
財
務
状
況
を
正
直
に

伝
え
る
義
務
が
あ
り
ま

す
。

　

も
し
入
居
者
が
虚
偽

の
説
明
を
し
て
無
理
に

保
証
を
頼
ん
で
お
り
、

大
家
さ
ん
が
そ
の
事
実

を
知
っ
て
い
た
、
あ
る

い
は
注
意
す
れ
ば
知
り

得
た
と
い
う
場
合
に

は
、
後
か
ら
保
証
契
約

を
取
り
消
さ
れ
る
リ
ス

ク
が
生
じ
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
大
家
さ
ん

自
身
の
義
務
も
増
え
て

い
ま
す
。
保
証
人
か
ら

支
払
い
状
況
の
照
会
を

受
け
た
際
は
必
ず
回
答

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。

　

万
が
一
、
家
賃
滞
納

が
膨
ら
み
入
居
者
に
期

限
の
利
益
を
喪
失
さ
せ

る
（
一

括

請

求

を

行

う
）
事
態
と
な
っ
た
場

合
は
、
保
証
人
に
対
し

て
も
一
定
期
間
内
に
そ

の
旨
を
通
知
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
通
知
を
怠
る

と
、
遅
延
損
害
金
の
請

求
権
を
失
う
恐
れ
が
あ

り
ま
す
。
現
在
の
法
律

は
、
保
証
人
が
予
期
せ

ぬ
多
額
の
借
金
を
背
負

わ
さ
れ
な
い
よ
う
保
護

す
る
傾
向
が
強
ま
っ
て

い
ま
す
。

　

大
家
さ
ん
は
こ
の
こ

と
を
正
し
く
理
解
し
、

法
的
に
有
効
な
契
約
管

理
を
徹
底
し
ま
し
ょ

う
。

相
模
原
法
律
事
務
所
の
伊
藤
信
吾
で
す
。

賃
貸
住
宅
を
経
営
さ
れ
て
い
る
オ
ー
ナ
ー
様
の
お
悩
み
を

法
的
観
点
か
ら
解
決
に
向
け
て
ア
ド
バ
イ
ス
致
し
ま
す
。

今
回
の
テ
ー
マ
は「
連
帯
保
証
人
の
ル
ー
ル
変
更
」に
つ
い
て
で
す
。

「
連
帯
保
証
人
の
ル
ー
ル
変
更
」に
つ
い
て

株式会社ダイワホームは、相模ダイワグループの募集部門として

相模原周辺に４店舗を構えています。
満室経営を目指し、日 、々入居希望者様に

最適なお部屋を提案しております。

海老名支店
海老名市
座間市西部
大和市・愛甲郡
厚木市南部
伊勢原市
茅ヶ崎市・藤沢市
綾瀬市・平塚市

支店長　山岸

橋本支店
橋本駅周辺
旧城山エリア
旧津久井エリア
八王子市
稲城市
町田市北部

支店長　高橋 中央支店
ＪＲ横浜線・
ＪＲ相模線の
中央区エリア
中心

支店長　杉澤

本店
相模原市南部
座間市東部
町田市南部
横浜市
大和市(一部)
川崎市

支店長　林

セミナーでは聞きにくかった疑問を、専門アドバイザーが1対1で丁寧にお答えします。相続前・後を問わず、何から
お手をつけたらよいかお悩みの方もご相談ください。守秘義務を遵守し、情報は外部に一切漏れません。

相続・遺言 ミニセミナー ／ 無料個別相談会（事前予約制）

■　日　   時

■　会　   場

■　相談内容

2026 年 6 月 25 日（木）予定
午前・午後　各 60 分／若干名
個別に行う為、事前予約制となります。
相模ダイワ 海老名営業所
〒243-0436 海老名市扇町 3-10 ルチア海老名 1F

遺言書作成　遺産分割　相続税　相続対策
家族信託　相続手続全般　不動産　など

萩原 和雄
相続アドバイザー

相続が発生しているか否か
は問いません。また、相続
について何から手を付けた
らよいか　迷っている方も
含めてご相談ください。

・㈱ 伸寛　代表取締役
・㈱相模ダイワオーナー会会長
・ファイナンシャルプランナー・宅地建物取引士
・公認不動産コンサルティングマスター
・海老名市市民相談　相続担当

お申込み・お問合せ︓（株）相模ダイワ本社 TEL 042-752-8301（日程調整後、海老名営業所よりご回答）

建築費高騰の中、不動産活用・相続対策のタイミングとは
～まずは建築費の現状と今後について知ることから～

近年、不動産を活用した相続税対策に対し、
評価方法の見直しが進められています。
2024年には区分所有マンションの評価方法
が改正され、市場価格との乖離を補正する仕
組みが導入されました。

さらに、2026年度税制改正大綱では、賃貸
不動産についても見直しが示されています。
具体的には、相続開始前５年以内に取得した
賃貸不動産について、従来の路線価評価では
なく、取得価額を基準とした評価（概ね８０％）
を行う方向で検討されています。

ポイント
取得から

5年
が分かれ目

取得・新築から５年以内に相続・贈与が
発生すると、評価額が高くなる可能性が
あります。・待つほど投資額が増える構造

・何もしなくても相続財産は増加

ＳＤ賃貸セミナーが開催されました
セミナー
ご報告

22名のオーナー様にご参加いただきました

「待つか・動くか」の判断基準

第 1 部
賃貸不動産の相続評価改正の骨子
～2026年度 税制改正大綱 賃貸用不動産評価の見直しに関してと認知症対策～

第 2 部

認知症対策も同時進行で
相続対策は「判断能力があるうちに」が鉄則です。
認知症になると不動産取引・贈与が困難になります。
任意後見・家族信託を早めにご検討ください。

!

タイマーの起算

完成引渡日から
5 年。計画～完成
の 2 年を含め実質
7 年後に完了。

現状認識

・建築費は 2015 年比で約 1.4倍、
　今後も上昇・高止まり
・人手不足・資材高騰・物流制約
　により構造的なコスト増

今後のリスク

・3 年後には建築費はさらに上昇
　（約 175%水準）
・金利上昇による返済額の増加
・土地価格上昇による相続税増加

既存の土地

5 年超保有の土地
は対象外。建物の
み別途判定となり
ます。

経過措置あり

通達発遣日に建築
中の建物は、改正
対象外となる経過
措置あり。

取得・新築した日
　→ 5 年タイマーがスタート

× 5 年以内に相続・贈与
　→ 取得価格 ×80％の新評価が適用

✓ 5 年超で相続・贈与
　→ 従来の路線価・固定資産税評価

✓ 活用して収益化（賃貸・建替）

✓ 計画的な売却

✓ インフレ前提の資産設計

取得
新築

法
施行

５年
以内

５年超

新
評
価
ゾ
ー
ン

【5 年以内】
取得価格×80％
が評価額に
節税効果は限定的

【5 年超】
従来の通達評価
（路線価・固定資産税）
節税効果を維持

課税評価が時期によって現行と大きく変わる可能性

令和8年3月28日（土）海老名市文化会館3階
講師　宇都宮　陸　氏
（大和ハウス工業株式会社　集合住宅課店長）

ポイント

建築費高騰時代の不動産活用

建築費は

３年後
さらに上昇

６年ぶり協力会を再開、連携強化へ
２月２４日、協力会社を対象とした「協力会」を開催しました。コロナ禍以降、約６年ぶ
りの再開となり会員同士32社68名の交流を深める機会となりました。当日は、これ
まで同社を支えてきた協力会社への感謝が述べられるとともに、事業環境の変化や協
力体制の重要性が共有されました。今後は、入居者が安心して暮らせる環境づくりを
最優先とし、協力会社と連携しながら、サービス品質の向上に努めていく考えです。

2026年度税制大綱の骨子において、
「賃貸不動産に係る相続税評価の見直し」

が検討されています。なお、
本内容は現時点では未確定であり、

今後変更となる可能性がございます。

２


